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神戸市保育人材の確保・定着にかかる奨学金返還支援事業補助金交付要綱 

 

平成31 年４月１日 こども家庭局長決定 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保育人材の確保及び定着を図るため、保育士、保育教諭又は幼稚園

教諭（以下、「保育士等」という。）として補助対象施設で一定の期間勤続した者へ、

奨学金の返還に係る費用の一部（以下、「返還支援金」という。）を支給する事業に対

する補助金の交付等に関して、地方自治法(昭和22年法律第67号)、地方自治法施行令

（昭和22年政令第16号)、神戸市補助金等の交付に関する規則(平成27年３月２日神戸市

規則第38号。以下「補助金規則」という。)に定めがあるもののほか、必要な事項を定め

る。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 （１）補助対象施設 次の各号に掲げる施設のうち神戸市内に所在するものとする。た

だし、市が設置するものを除くこととする。 

    ア 保育所 

    イ 認定こども園 

    ウ 地域型保育事業を行う事業所 

    エ 幼稚園のうち、神戸市一時預かり事業（幼稚園型）運営費補助等に関する要

綱に定める長時間預かりを実施するもの 

（２）奨学金 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校又は、同法第

126条第２項に規定する専門学校へ就学する時又は在学中に、自己の学費に充てる

ことを主な目的として自己の名義で借り受けた資金であって、別表１に定めるも

のに該当するものとする。 

 

（支給対象者） 

第３条 返還支援金の支給対象となる者（以下、「支給対象者」という。）は、次の各号

に掲げる各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）神戸市に住民登録しているものであること。 

（２）雇用契約上、その労働時間が１日につき６時間以上、かつ、１月につき20日以上 

と定められていること。 

（３）補助対象施設において保育士等として勤務し、保育士等としての採用日から起算

して７年未満であること。 

（４）過去に当該返還支援の支給を受けている場合は、支給後に離職経験がないこと。 

 

（対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、支給対象者に対する返
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還支援金の支給にかかる費用とする。なお、補助金規則第６条第１項及び第２項による

補助金の交付決定前の経費も対象に含めることができる。 

  

（補助金の算定基準）  

第５条 市長は、予算の範囲内において、別表２に定める基準額により算出した額（以

下、「補助金額」という。）を補助対象者に交付することができるものとする。 

２ 補助金額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てることとする。 

 

（交付申請） 

第６条 補助金規則第５条第１項に基づき、当該補助金の交付を申請するもの（以下「交

付申請者」という。）は、補助金交付申請書（様式第１号）を、市長に提出しなければ

ならない。 

２ 補助金規則第５条第３項の規定により市長が必要と認める補助金交付申請書への添付

書類は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）収支予算書（様式第２号） 

（２）支給対象者一覧表（様式第３号） 

（３）支給対象者の奨学金の返還計画が分かる資料（様式任意） 

 

（交付決定通知）  

第７条 市長は、補助金規則第６条第１項及び第２項による補助金等の交付決定を行うとき

は、補助金交付決定通知書（様式第４号）により交付申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金規則第６条第３項による補助金等の交付が不適当である旨の通知を行う

ときは、補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、交付申請者に通知するものとす

る。 

 

（事業の変更又は中止） 

第８条 交付申請者は、当該事業を廃止又は中止しようとするときは、変更等承認申請書

（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項による申請があったときは、変更等承認通知書（様式第７号）により、

交付申請者に通知することとする。 

 

（実績報告）  

第９条 交付申請者は、補助金規則第15条に基づき補助事業等の実績を報告しようとする

ときは、実績報告書（様式第８号）を補助対象期間が存する年度の末日又は事業が中止

した日の翌日から７日以内に市長に提出しなければならない。  

２ 補助金規則第15条第３項の規定により市長が必要と認める実績報告書への添付書類

は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）収支決算書（様式第９号）  

（２）支給対象者一覧表〔実績〕（様式第10号） 
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（３）支給対象者による奨学金の返還を証明する資料 

 

（補助金額の確定通知）  

第10条 市長は、補助金規則第16条による補助金等の交付額の確定等を行ったときは、補

助金額確定通知書（様式第11号）により、速やかに交付申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金規則第16条により補助金等の交付額を確定した場合において、既にそ

の額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、確定した交付額を超える

部分の補助金の返還を命じるものとする。 

３ 補助事業者は、市長から前項の請求があったときは、期限内に市長の指定する方法で

精算しなければならない。 

 

（補助金の請求）  

第11条 交付申請者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金請求書（様式第12

号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の請求があったときは、市長は速やかに補助金を交付申請者に概算払により支払

うことができるものとする。 

 

（交付決定の取消し）  

第12条 市長は、補助金規則第19条により補助金等の交付決定の全部又は一部を取り消し

たときは、速やかに、その旨を、補助金交付決定取消通知書（様式第13号）により交付

申請者に通知するものとする。 

２  市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金を交

付しているときは、期限を定めて補助金を返還させることができる。 

 

（関係書類の保存）  

第13条 補助対象者は、本要綱に基づき作成又は受領した書類について、作成又は受領し

た日の属する年度の末日から、５年間保存しなければならない。  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成31年４月１日から適用する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年９月１日から施行し、令和３年度の補助事業から適用する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年９月１日から施行し、令和４年度の補助事業から適用する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表１ 

１ 日本学生支援機構奨学金 

２ 交通遺児育英会奨学金 

３ あしなが育英会奨学金 

４ 社会福祉協議会の生活福祉資金のうち、教育支援資金（教育支援費及び就学支度金） 

５ 母子父子寡婦福祉資金（修学資金及び就学支度資金） 

６ 地方公共団体の実施する育英資金又は奨学資金 

７ その他これらに類する資金として、市長が奨学金に準ずると認めるもの 

 

別表２ 

補助対象経費 算定基準（1,000円未満切り捨て） 

返還支援金 
本要綱第３条に規定する支給対象者の勤続期間に対して 

一人あたり月額上限5,000円 

 


